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社 会 資 本 整 備 重 点 計 画 の 概 念  

社会資本整備重点計画は、4つの分野ごとの目的に応じ、15の重点目標を設定。 

暮らし 
生活空間の充実等を通じた豊かな
生活の実現 

○少子・高齢社会に対応したバリアフ
リー社会の形成等  

○水・緑豊かで美しい都市生活空間等
の形成等  

○良好な居住環境の形成 

環　境 
地球環境から身近な生活環境まで
の保全・創造 

○地球温暖化の防止  
○都市の大気汚染及び騒音等に係る生
活環境の改善  

○循環型社会の形成  
○良好な自然環境の保全・再生・創出  
○良好な水環境への改善 

安　全 
防災の高度化の推進と交通安全対
策・危機管理の強化 

○水害等の災害に強い国土づくり  
○大規模な地震、火災に強い国土づく
り等  

○総合的な交通安全対策及び危機管理
の強化 

活　力 
国際競争力の強化、都市再生、地域
連携や観光振興等を通じた、魅力と
活力にあふれる経済社会の形成 

○国際的な水準の交通サービスの確保
等及び国際競争力と魅力の向上  

○国内幹線交通モビリティ（移動のし
やすさ）の向上  

○都市交通の快適性、利便性の向上  
○地域間交流、観光交流等を通じた地
域や経済の活性化 

道　　　　路 

交通安全施設 

空　　　　港 

港　　　　湾 

都 市 公 園  

下　水　道  

治　　　　水 

急 傾 斜 地  

海　　　　岸 

9本の事業 
分野別計画 

注）H14・15が最終年度。 
　　二重枠の事業分野別計画に
は各々の緊急措置法があっ
たが、廃止等がなされた。 

重
点
化
・
集
中
化
の
た
め
の
計
画
に
転
換 

〈社会資本整備重点計画〉＝平成15年度以降の5箇年間が計画期間 

○対象とする社会資本整備事業 
道路、交通安全施設、鉄道、空港、港湾、航路標識、公園・緑地、下水
道、河川、砂防、地すべり、急傾斜地、海岸（事業の効果を増大させる
ため一体として実施される事業やソフト施策を含む）  

○基本理念 
・地方分権の徹底、地域特性・民間活力活用等への配慮　等  

○現行計画との違い 
・計画策定の重点を「事業量」から「達成される成果」へ 
・原則として事業費総額を計画内容としない  

○計画事項 

【第1章　社会資本整備の重点的、効果的かつ効率的な実施】 
事業評価の厳格な実施やコストの縮減など今後五箇年間の社会資本
整備事業の改革の取組み方針を明示 

【第2章　重点目標及びその達成のため実施すべき事業の概要】 
15の重点目標を設定し、その達成レベルの尺度となる35指標を掲
示、目標達成に向けて効果的かつ効率的な事業執行を推進 

【第3章　事業分野別の取組み】 
対象事業のうちの9分野について、重点目標の達成に向け、各事業
ごとの重点的な取組みを明示 

暮らし 環　境 

安　全 活　力 

1 社会資本整備重点計画の策定 （H15.10閣議決定）
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社会資本整備重点計画は、成果重視への転換を図っており、達成される成果を定量的に測る指標とし
て35指標を提示している。今後は、以下の港湾局に関連する指標を達成することで、重点投資、事
業連携等によるコスト縮減、スピードアップ等の効果を図る。

 

横断政策 
テーマ 

活力 
～国際競争力
の強化、都市
再生、地域連
携や観光振興
等を通じた、
魅力と活力に
あふれる経済
社会の形成～ 

安全 
 

～防災の高度
化の推進と交
通安全対策・
危機管理の強
化～ 

環境 
 
～地球環境か 
ら身近な生活
環境までの保
全・創造～ 

暮らし 
 
～生活空間の
充実等を通じ
た豊かな生活
の実現～ 

重点計画素案 
政策目標（アウトカム） 業 績 指 標  

指標値 

H14 H19

H14比 
5％減 ― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

H14に比べ 
東京湾に 
おいて 
約15％短縮 

H14比 
4%減 

約10万ha約15万ha

24% 18%

約1,900万人 約2,600万人 

約13,000ha 約10,000ha

H14比 
約1割減 

H19までに 
約3割再生 

H19までに 
約2割再生 

H14比 
約5%減 

段差：39% 
---------------- 
誘導用 
ブロック： 

段差：7割強 
---------------- 
誘導用 
ブロック： 
 
 

8割強 72%

（12m2/人） 
Ｈ19までに 
　約１割増 
（13m2/人） 

約6,700km 約6,800km

（1）国際的な水準の交通サービスの確保及び国際競
争力と魅力の向上 

国際的な水準の交通サービスの確保、国際的な人の移
動の促進、国際物流の円滑化等を図り、我が国の国際
競争力と魅力の創造を図る。 
 

国際海上コンテナ貨物等輸送コスト低減率 

※ 
ふくそう海域における管制船舶の入港まで
の航行時間の短縮 

フェリー等国内貨物輸送コスト低減率 

津波・高潮による災害から一定の水準の安
全性が確保されていない地域の面積 

侵食海岸において現状の汀線防護が完了し
ていない割合 
（第3章に記載） 

海上輸送利用の促進による循環資源国内輸
送コスト低減率 
（第3章に記載） 

※ 
失われた湿地や干潟のうち、回復可能な湿
地や干潟の中で再生したものの割合 

湾内青潮等発生期間の短縮 

※ 
都市域における水と緑の公的空間確保量 
（第3章では「港湾空間の緑化率 
【約7％（H14）→約８％（H19）】」） 

人々が海辺に親しむことのできる 
海岸の延長（第3章に記載） 

注）※は複数事業分野横断的な指標 

港湾による緊急物資供給可能人口 

※ 
失われた自然の水辺のうち回復可能な自然の
水辺の中で再生した水辺の割合 
（第3章では「復元・創出された砂浜の面積 
【約2,200ha（H14）→約2,800ha（H19）】」） 

※ 
1日当たりの平均利用者数が5,000人以上の
旅客施設、その周辺等の主な道路及び信号
機並びに不特定多数の者等が利用する一定
の建築物及び住宅のバリアフリー化の割合 

（2）国内幹線交通のモビリティの向上 
人や物の広域的な移動・交流の拡大、効率化を図る。 

（1）水害等の災害に強い国土づくり 
都市型災害対策や災害弱者への対応等に重点を置い
て、水害、土砂災害（土石流・地すべり・急傾斜地の
崩壊）、津波・高潮、雪害、火山噴火災害等の災害か
ら国土の保全を図り、社会経済活動を支え、生命・財
産・生活の安全性を確保する。 

（2）大規模な地震、火災に強い国土づくり等 
大規模な地震や火災から、生命・財産・生活の安全性
と社会経済活動を確保する。また、災害発生時の避難
施設、支援活動を確保する。 

（3）循環型社会の形成 
循環型社会形成推進基本計画に基づき、廃棄物等の発
生抑制、適正な循環的利用（再使用、再生利用、熱回収）
の推進及び建設発生土の有効利用の推進とともに、循
環的な利用のできない廃棄物等の適正処分など環境負
荷の低減を目指す循環型社会の形成を図る。 

（4）良好な自然環境の保全・再生・創出 
生態系に配慮した豊かで美しい自然環境の保全、再生
及び創出を図る。 

（5）良好な水環境への改善 
良好な水質、健全な水量等を有する水環境への改善を
図る。 

（1）少子・高齢社会に対応したバリアフリー社会の
形成等 

すべての人々が暮らしやすい社会の形成を目指す。特
に高齢者や障害者等にとって、生活空間の移動がしや
すく、暮らしやすいバリアフリー社会の形成、子育て
しやすい社会の実現を図る。 

（2）水・緑豊かで美しい都市生活空間等の形成等 
良質な水資源の確保によりきれいな水を安定的に供給
するとともに、水と緑豊かで美しい都市生活空間等を
形成する。 

※ 
地震時に防護施設の崩壊による水害が発生
する恐れのある地域の解消 （第3章では「耐
震化が不十分な施設に防護されている面積 
【約40,000ha（H14）→約36,000ha（H19）】」） 

社会資本整備重点計画の政策目標と業績指標（港湾整備事業・海岸事業）

2「成果主義」への転換
Ⅰ．社会資本整備重点計画
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活　力活　力活　力活　力活　力活　力活　力活　力活　力活　力活　力
国際競争力と国民生活の
質の向上に資する
海上輸送サービスの
確保や産業空間の形成

・国際港湾としての機能を強化するコンテナターミ
ナルの整備、ターミナル経営環境の改善によるコ
スト・サービス競争力の確保、港湾物流の情報化
の推進等

・バルク貨物の安定的かつ低廉な輸送を実現する多
目的国際ターミナルの整備

拠点港：リサイクルポート 

集積港：拠点港での処理を行うための 
　　　　積出を主たる目的とする港湾 

拠点化と海上静脈流ネットワークの形成 

環　境環　境環　境環　境環　境環　境環　境環　境環　境環　境環　境
循環型社会の構築など
環境問題への対応

・国内外との静脈物流拠点の形成、廃棄物等の広域
利用・処理等に資する廃棄物埋立護岸の整備

・水環境の改善や干潟等の保全・再生・創出等良好
な海洋環境の形成

安　全安　全安　全安　全安　全安　全安　全安　全安　全安　全安　全

安全で安心な地域づくり

・災害時における緊急物資、避難民等の輸送を支え
る臨海部防災拠点の整備

・船舶の航行の安全性を確保する避難港の整備、放
置艇対策等

暮らし暮らし暮らし暮らし暮らし暮らし暮らし暮らし暮らし暮らし暮らし

みなとまちづくりの推進

・地域の交流拠点としての旅客船ターミナル、緑地
等の整備

国際海上コンテナ貨物等 
輸送コスト低減率 

【H14比5%減（H19）】 

海上輸送利用の促進による 
循環資源国内輸送コスト低減率 
【H14比約1割減（H19）】 

港湾による緊急物資供給可能人口 
【約1,900万人（H14）→約2,600万人（H19）】 

港湾空間の緑化率 
【約7%（H14）→約8%（H19）】 

3 重点目標の達成に向けた港湾の取組み

第三部　社会資本整備重点計画と政策評価
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津波・高潮による災害から一定の水準の安全性が 
確保されていない地域の面積 

【約15万ha（H14）→約10万ha（H19）】 
 

侵食海岸において 
現状の汀線防護が完了していない割合 
【24%（H14）→18%（H19）】 

 

耐震化が不十分な施設に防護されている面積 
【約40,000ha（H14）→約36,000ha（H19）】 

 

安　全安　全安　全安　全安　全安　全安　全安　全安　全安　全安　全
津波、高潮、波浪、
海岸侵食が
国民の生命・財産に
及ぼす被害の軽減

・海岸保全施設の新設・改良、暫定施設の早期完成、
老朽化施設の更新、水門等の機能の高度化の実施
や津波・高潮ハザードマップ作成の技術的支援及
び安全情報伝達施設等の整備

・現状汀線の保全対策（離岸堤、潜堤、人工リーフ
等の設置や養浜による砂浜の保全）やかつての汀
線の回復

・耐震性の強化等を目的とした施設の更新等

暮らし暮らし暮らし暮らし暮らし暮らし暮らし暮らし暮らし暮らし暮らし
住民の日常生活に
潤いが感じられる
海辺に親しめる
海岸づくりの推進

・親水性施設や海辺へのアクセスを可能とする施設
の整備や砂浜を有する海岸におけるバリアフリー
対策（スロープ、安全施設等の整備）の実施

環　境環　境環　境環　境環　境環　境環　境環　境環　境環　境環　境 海岸が持つべき豊かで
美しい
環境の保全・回復

・海浜の整備、侵食対策の実施や砂浜、緑、景観の
総合的な保全及び動植物の生息生育空間に配慮し
た施設の整備

活　力活　力活　力活　力活　力活　力活　力活　力活　力活　力活　力
観光振興・
交流拠点の整備

・水辺交流拠点の整備

人々が海辺に親しむことのできる海岸の延長 
【約6,700km（H14）→約6,800km（H19）】 

復元・創出された砂浜の面積 
【約2,200ha（H14）→約2,800ha（H19）】 

台風による越波状況
（三崎港海岸（愛媛県））

いきいきした海岸づくり
（熱海港海岸（静岡県））

地域の祭事に
利用しやすい海岸整備
（相生港海岸（兵庫県））

白砂青松の景観
（敦賀港海岸（福井県））

4 重点目標の達成に向けた海岸の取組み

Ⅰ．社会資本整備重点計画


